
  

令和７年国勢調査の概要 

 

１　調査の目的 

　　国勢調査は統計法に定める基幹統計調査として、同法第５条第２項の規定に基

づき実施する人及び世帯に関する全数調査であり、国内の人口、世帯、産業構造

等の実態を明らかにし、各種行政施策その他の基礎資料を得ることを目的とする。 

大正９年以来、国の最も重要な統計調査として５年ごとに行われており、今回

２２回目の調査となる。 

 

２　調査の期日 

　　令和７年１０月１日（水）午前零時現在 

 

３　調査の対象 

　　令和７年１０月１日現在、日本国内にふだん住んでいるすべての人（外国人を

含む）及び世帯 

 

４　調査項目（全１７項目） 

（１）「世帯員」に関する事項　１３項目 

　「氏名及び男女の別」、「出生の年月」、「就業状態」、「従業地又は通学地」等 

（２）「世帯」に関する事項　４項目 

　「世帯の種類」、「世帯員の数」、「住居の種類」、「住宅の建て方」 

 

５　調査の流れ 

　　総務省統計局 → 都道府県 → 市区町村 → 指導員 → 調査員 → 世帯 

　　 

６　調査期間 

　　９月２０日（土）から１０月２７日（月） 

調査員は９月から順次、受け持ち調査地域確認のため巡回します。 

 

７　調査区数等 

　　※主に指導員は市職員、調査員は町内会からの推薦により決定します。 

 

 令和７年（見込） 令和２年 増減率

 調査区数 ３,２００調査区 ３,１０９調査区 ＋２.８％

 指導員数 ３２０人 ３０８人 ＋３.８％

 調査員数 ２,１２８人 ２,１０７人 ＋１.０％

 世帯数 １８７,０００世帯 １８１,３９４世帯 ＋３.０％



  

８　前回調査からの主な変更点 

オンライン回答の積極的な推進 

　　オンライン調査システムの機能改善（ＱＲコード読み取りによる簡易ログイン） 

 

９　オンライン回答の推進 

　　国は前回調査に引き続き、オンライン回答を積極的に推進することとしており、

全国でのオンライン回答率５０％を目標としている。 

　　本市としても、オンライン回答率の向上は事務の軽減のみならず、回答内容の

精度が向上することから、市職員はオンライン回答をするよう推進するとともに、

市民から問い合わせがあった場合には、オンラインによる回答を積極的に推奨す

る。 

（前回(Ｒ２)オンライン回答率：富山市 49.4％、富山県 45％、全国 39.5％） 

 

　　【オンライン回答のメリット】 

　　・２４時間いつでも好きなときに回答ができる 

　　・調査員の訪問回数が減り、世帯の方や調査員の負担が軽減される 

　　・回答時のシステムチェック機能により、精度の高い回答が得られる 

 

 

１０　主なスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な事務内容 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

実施本部設置期間

調査期間（9/20～10/8）

指導員事務説明会

調査員事務説明会

オンライン回答（9/20～10/8）

調査票の回収・整理（調査員）

調査票の回収（指導員）

調査書類の審査（指導員）

広報活動（調査員募集等）

実施本部設置

調査期間



  

１１　調査期間中のスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　【オンラインの回答期間】９月２０日（土）～１０月８日（水） 

　【調査票(紙)の回答期間】１０月１日（水）～１０月８日（水）

日 月 火 水 木 金 土

7 8 9 10 11 12 13

14 15 16 17 18 19 20

21 22 23 24 25 26 27

28 29 30 1 2 3 4

5 6 7 8 9 10 11

12 13 14 15 16 17 18

19 20 21 22 23 24 25

26 27 28 29 30 31

９月

１０月

担当調査区の確認・現地巡回（9/17～19）

調査票（紙）の当初回収期間（10/1～8）

オンライン回答用ＩＤ及び調査票（紙）等の配布（9/20～30）

調査票（紙）の回答期間（10/1～8）

調査票の提出状況の確認（10/9～16）

調査期日

オンライン回答期間（9/20～10/8）

オンライン回答期間（9/20～10/8）

調査票未提出世帯の特定及び調査票の督促及び回収（10/17～27）


